
1.魅力的だが問題が多い中国市場

日系電機メーカーにとって中国は魅力的な市場である。中
国は国内総生産（GDP）で米国に次いで2位にある経済大国
である。以前のような爆発的な成長から減速したと言われて
いるが、約13億人の消費パワーは絶大である。全世界のコン
シューマー・エレクトロニクス市場において中国が占める割
合は、2011年時点で約16%（額にして1,230億ドル）。これま
で年率12%で成長しており、この成長基調は今後も続くと予
想されている。
しかし、日系電機メーカーにとって中国市場には多くの問題
が存在する。第一に儲けることが極めて難しい。低価格は当た
り前、その中でさらに価格崩壊が起こる。第二に、あらゆる形で
存在する国内保護規制。日系を含め外資系企業は事業活動が
公式・非公式な形で制限されており、思うように事業展開でき
ない。第三に「コピーできてこそ本物」という通常であれば特許
侵害・ビジネスマナー違反ともいえることを堂々とできてしまう
マネ文化。特に電機業界はデジタル化が浸透していることから
マネすることは容易である。

日系電機メーカーにとって中国市場は魅力的だが難しい市場である。中国市場における多くの製品カテゴリーで
日系企業のシェアは低迷する一方、中国企業が中国政府の支援を得ながら驀進している。その勢いはすでにグロー
バルに及んでおり、大きな脅威になり始めている。日系電機メーカーが中国で成功するために、中国政府や中国
企業と共存共栄する道が一つの選択肢であることを事例を参考にしながら論じる。

2.日系電機メーカーが中国市場で低迷

日系電機メーカーはこれまで多くの電機製品を中国で展開
してきた。元々日系ブランドは評価されていたこともあり、ハイ
エンド製品を中心にそこそこ売れていた。しかし、現状はより厳
しい状況にある。すでに多くの白物家電製品は中国勢の牙城
にある。パソコン、テレビ、携帯電話など多くの製品カテゴリー
では中国勢が急激に追い上げており、日系を含む外資の勢い
は失速している（図1参照）。

3.中国政府が中国企業の成長とグローバル化
を支援

電機業界における中国勢の驀進はグローバルでもすでに始
まっている。例えば、コンシューマー・エレクトロニクスの中でも
通信分野に強いHuaweiが良い例だ。1999年にインドに子会
社を設立した後、インドネシアやアフリカ市場へ展開を進めて
おり、成功している。同社はインドでは通信機器でのリーダーで
あり、セットトップボックスで24%のシェアで一位、3Gモデル市
場では65%のシェアで一位のポジションを確立している。インド
ネシアとアフリカではスマフォ市場でそれぞれ二位と一位である。

日系電機メーカーの中国との付き合い方
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図1：中国における主要電機製品カテゴリー別の外資シェア1) 

出所 : ユーロ・モニター、ローランド・ベルガー分析

1） 主要外資ブランドのシェアを積み上げ。シェア：コンシューマー・エレクトロニクス（'11年）、ホーム・アプライアンス（'12年）、シェア増減：コンシューマー・エレクトロニクス
    （'03-'11年）ホーム・アプライアンス（'03-'12）
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Huaweiのような中国企業の成長とグローバル展開の成功の
背景には様々な要因が考えられる。中国企業自身の中国市場
におけるリーダーシップの形成、国内・海外市場の融合･グロー
バル化、中国以外の新興国市場の急成長、低コストを武器にし
た競争優位性の確立などだ。これらに加え、大きな影響がある
のは、中国政府の産業育成に対する政策である。中国政府は、
これまでの成長を支えてきた、労働集約産業から脱却するため
に、様々な産業育成に力をいれており、その中核となる中国企
業を直接・間接的に支援している。経済成長に伴う賃金上昇で
他国との製造コスト上の優勢性が少しずつ低下する中、早急に中
国企業のグローバル化を急ぐ中国政府の焦りが見え隠れする。
実際に中国政府は、電機業界において中国企業の成長とグ

ローバル展開を積極的に支援する方針を明言している。指導
部の明確な方針のもと、モバイル通信端末や家電産業では具
体的な政策を打ち出し、中国企業の成長とグローバル化を後
押ししている（図2参照）
こうした状況の中、日系電機メーカーは中国市場でどのよう
に戦い、どのように中国と付き合うべきであろうか。

4.事例から考える中国での戦い方

日系企業が真っ向から中国市場で中国企業と勝負すること
はもちろん選択肢の一つとしてありえる。しかし、よほどの競争
優位性と真似されない・真似できない製品でもない限り、中国
政府の支援を得た中国企業を圧倒し、そのポジションを維持
することは容易ではない。難しい中国市場をあきらめ、ネクス
ト・チャイナを狙うことも一つの選択肢ではある。しかし、いず
れ中国企業が力をつけ、低価格と世界の工場としての低コスト
生産力を武器にグローバル進出することは目に見えている。中
国と向き合わずして日系電機メーカーが生き残れる道はない。

中国と共存共栄する道を選び、成功している企業事例を二つ
紹介する。

事例1：中国政府と中国企業を味方につけて成功し、グロー
バル市場を狙うダイキン

ダイキンは、日本のエアコン市場でシェア1位（インバータ
型）を誇る日系企業である。インバータ技術自体は30年以上も

前に開発された成熟技術だが、グローバルでは価格が高いこ
とがボトルネックとなり普及していない（特に家庭用）。した
がって、海外ではハイエンド市場において一部出回っている程
度であり、いわゆる日本のガラパゴス市場で育った技術・製品
であった。
ダイキンはインバータ型エアコンで中国の家庭用エアコン
市場に参入したが、価格がボトルネックとなり成功しなかった。
中国市場は低価格なノン・インバータ型エアコンが主流であ
り、世界シェア1位を誇る格力電器が市場を君臨していた。ガラ
パゴス製品で海外進出し、失敗する典型例である。しかし、ダイ
キンは単独で家庭用エアコンを攻略することをあきらめ、中国
企業と中国政府と協力する道を選んだ。失敗を乗り越えた
のだ。
ダイキンは、中国政府の思惑に応え、格力電器が抱える課題
を共に解決する道を選択した。具体的には、ダイキンのイン
バーター技術を格力電器に提供し、格力電器からは低価格な
生産技術・ノウハウを得ることで低価格なインバータ型エアコ
ンを共に販売するという提携を組んだ（図3参照）。この提携に
より、高効率なインバーター型エアコンが普及し、中国政府が
推進していた省エネ政策の実現をサポートした。ダイキンは
Win-Win-Winの関係を構築したのである。
ダイキンが市場に参入した当時、中国政府は省エネ推進策
を打ち出し、高効率型エアコンの普及を推進していた。中国政
府は、低効率機種（多くの非インバータ型エアコンが該当）の
販売停止や高効率機種への販売補助金支給などの政策を打
ち始めていた。しかし、中国政府は、実行面で大きな問題を抱
えていた。格力電器を含む中国企業の省エネ技術力は低く、成
果が期待できなかったのである。そこで同社は、中国政府に対
して省エネにはインバータ技術が有用であることを積極的に
ロビーイング活動を行った。
ダイキンは、ロビーイング活動によって自社のインバータ技
術の優位性を政府に説いたあと、格力電器と協業する道を選
んだ。格力電器が持つ部品調達力・生産力のスケールメリット
を活かし、低価格なインバータ型エアコンの設計ノウハウを獲
得し、金型を内製化することで大幅なコスト削減を実現した。
省エネ型のエアコンを持たない格力電器にとってダイキンと
提携することで中国政府の面子をつぶさずに済んだだけでな
く、格力電器の事業危機を回避することができたのである。

図2 ： 中国政府の電機領域における方針・政策

出所 : 各種記事、ローランド・ベルガー分析

1） 前首相（2003~2013在任）、2） 共産党全国代表大会委員、中国鋼鉄研究科技術集団（CISRI）社長
3） 中国国際投資促進会（CCIIP、国務院直属NPO）取締役、4） 中国共産党政治局常設委員会委員

中国政府の方針 電機領域における最近の政策動向 
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Public National Championのグローバル化 

2012　モバイル通信端末  

2011　家電産業  

指導部による重要談話の抜粋 

「これからは、Go Global戦略を一貫して推進する。
国営・民営問わず、中国企業による海外への投資、
海外企業の買収などに対して指導を行う」

「中国の大手企業、特に国有企業は、戦略的な視野
を広げて、海外市場の開拓、そして海外リソースの有
効利用により一層注力していかなければならない」

－周銘 Zhou Ming3） （2013） 

Domestic Leadersの育成の推進
 「重点育成対象企業に対する支援は今後も継続して
実施。中国の国際競争力を高めるため、市場をリード
するような強い企業の育成は必要不可欠」

･LTEのグローバルでの普及を
好機に、優位技術を活かし世
界のリーダーを目指す

「我が国企業が保有している次世代通
信のコア技術を世界に広げるべき。LTE
の普及は良いチャンスだ。世界の強豪と
肩を並べるリーダー企業として、国は深
セン市にある、Huawei、ZTE、Coolpad
に大いに期待」

･ハイエンドを目指し、「大き
い」から「強い」へ

－Li Changchun4） （2012） 

「廉価製品から、高付加価値・ハイエン
ド製品へ進化。インバータ、新エネル
ギー利用、スマート化などの領域におい
て、自主開発・技術革新を指導・支援」
－家電産業第12回5ヵ年計画 （2012）



結果として、ダイキンは3つの成功を収めた。1つ目はシェア
の大幅増。これまで1%未満のシェアだった家庭用（普及クラ
ス）エアコン市場で10%以上のシェアを獲得した（2012年）。も
ちろん、営業利益も黒字化した。一部の消費者の間では、「格力
製のエアコンだとしても『ダイキンが入っている』ことが重要」と
言われるほどダイキンのインバータ技術は評価されている。2
つ目の成功はインバータ型エアコンの市場形成。格力との提
携以前はインバータ型は市場の1割にも満たなかったが、直近
では市場の6割以上をインバータ型エアコンが占めるまでに
普及した。3つ目は中国政府と中国企業を味方につけたことに
より堂々と事業展開できるようになったことである。
しかしながら、ダイキンが取った選択でいくつかの疑問が存在
する。まず、なぜダイキンは単独で展開する道を選ばなかったの
か。中国政府が省エネ化を推進したことでインバータ型エアコン
が普及することは見えており、インバータ技術を持たない格力電
器等の中国勢に変わってトップシェアをとるチャンスがあったはず
である。だが、インバータ技術が30年以上も前の技術であり中国
企業が開発して追いつくのは時間の問題であったことや中国政府
と中国企業を敵に回すことで将来大きな問題に発展する可能性
があることを踏まえ、単独での展開を選択しなかったと考えられ
る。二つ目の疑問は、なぜ格力電器との提携でコア技術であるイ
ンバータ技術を提供してしまったのか、である。成熟した技術とは
いえ、インバータ技術はダイキンにとってコア技術である。そのコ
ア技術を格力に提供してしまったことで技術を流出させてしまっ
た、という懸念はある。もちろんダイキンもむやみに技術提供した
わけではない。より高度な業務用インバータ技術は格力電器との
提携内容には含めなかった。また、格力電器に提供したインバー
タ装置は日本のダイキン工場で生産し、ブラックボックス化したモ
ジュールとして提供したため、もっとも重要な電流制御プログラム
の読み取りを防止する、といった策は打っている。
ダイキンは、2014年からブラジルで生産を開始することを
発表している。南米もまた非インバーター型エアコンが主流の
市場ではあるが、格力電器との協業で得た低価格インバータ
型エアコンがブラジル市場に浸透するのは間違いない。
最後に、格力電器が合弁で生産した部品を使用する限りは、

格力電器の輸出分についてもダイキンに配当収入が入ること
を述べておく。ダイキンのグローバル展開は始まったばかりで
ある。

事例2：中国パワーを使って一度は負けた技術を復活させた
シーメンス

ドイツを代表する企業であるシーメンスが過去に力を入れて
いた技術で一般的に大失敗したと言われる技術がある。携帯電
話における無線通信方式の3G規格の争いで、W-CDMA（当時の
エリクソンが主導）とCDMA2000（クアルコムが主導）に破れた
TD-CDMA（シーメンスが主導）である。通信方式は規格モノなの
で敗れると普通は市場から消える。次世代のDVD規格として
Blu-Rayと争って負けたHD DVDが良い例だ。負けたHD-DVDは
一瞬にして市場から消えた。シーメンスはTD-CDMAの開発に相
当な時間と資金をつぎ込んでいたため、この規格争いの敗北は
シーメンスにとって大きな痛手であった。
しかし、TD-CDMAは市場から消えなかった。TD-CDMAを
ベースとした携帯電話は存在するが、世の中の多くの国で使え
ない。日本や米国をはじめ欧州のほとんどの国で採用されてい
ない。TD-CDMAが生き残ったのは中国市場である。
中国政府は、先進国の携帯電話網が3Gに移行するなか、独

自3G規格の構築による自国産業の保護と育成を模索してい
た。しかし、中国国内に3Gを開発し、事業化できる企業はいな
い上、技術が不足していた。
シーメンスは、TD-CDMAを中国の独自技術として改良し世
の中に残した。技術名はTD-SCDMAと改名されたが、中国の最
大手キャリアである中国移動（China Mobile）が採用し、今でも
1.2億人を超える契約者が使っている。この契約者数は、日本
の全契約者数を越える規模であり、中国の半端ないスケール
で展開すると、規格として成り立ってしまうことが証明された。
TD-SCDMAは現在ではW-CDMAとCDMA2000に次ぐ第三の
無線通信方式として正式に承認されている。
シーメンスはTD-SCDMAの実現のために、DatangやHuawei
などの通信機器メーカーに多くの技術を供与したと言われて
いる。ほぼ無償での技術提供だったといわれているが、なくな
る運命にあった技術であったことを考えると、得られたものは
大きい。TD-SCDMAに関連した特許数でシーメンスはトップで
あり、携帯電話や基地局設備などが売れるごとにライセンス料
が入る。シーメンスが3Gの世界標準を夢見ていたころからす
れば、事業規模は小さくなったものの、負けた技術がここまで
普及したのは中国政府の思惑を理解し、うまく協業した結果で
ある。中国政府や中国企業を味方につけたことで、シーメンス

図3 ： ダイキンと格力電器の協業スキーム

出所 : 記事検索、インタビュー 

･約40,000円クラスの安価な製品を、主に格力
のノウハウを元に開発
･互いに生産し、外形の仕様も変え、それぞれ自
社ブランドで販売 

･格力のサプライヤから、スケールメリットを活
かし、安価で調達
･中国工場に限らず、ダイキンのグローバルの
生産拠点へも供給 

ダイキンが得られるメリット 

（凡例）

出資比率 
･量産により、基幹部品を安価に調達
･内製化により、金型も安価に調達 

ダイキン本体  格力本体  

合弁会社A
（基幹部品生産）  

合弁会社B
（金型の共同製作） 

共同購入による安価な原料・部品調達の実現 安価なインバータルームエアコンの図面の獲得 1 2

安価な部品生産の実現 2

共に
49%

 
 

共に
51% 

IP（知的財産権）の保護方法 
ダイキンは、コアのインバータ技術の流出
を避ける工夫をしている 
･業務用インバータ技術の保護
‒業務用インバータは住宅用のものよりも
高技術
‒格力との提携は住宅用に限定

･住宅用インバータ技術のブラックボックス化
‒インバータ装置は、日本のダイキン工場で
生産
‒その後、中国の合弁会社や格力へと輸出 
‒これにより、電流制御プログラムの読み取
りを防止 
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 思考の質をどう高めるか？決断のスピードをどう速めるか？なぜ一流の企業や人材でも道を誤り、正しい戦略が
描けないのか？会社全体の戦略自体を決めるのは経営トップの仕事であるが、組織的に考え、判断し、自分なりの仮説
を明らかにしたうえで行動することが、ビジネスマンには強く求められる。トヨタや任天堂などの企業例、ポーターなど
経営学者が解説した経営学のフレームワーク、戦略実現のための「海図策定」のテンプレートをつけ、「流されるスタ
イル」から脱し、最高の戦略を実現するための方法を示す。

関連書籍のご紹介

「戦略力を高める」

の他事業での活動範囲も広がったといわれている。
TD-SCDMAはまだまだ生き続ける。中国移動は、TD-SCDMA

を軸にした3.9GであるTD-LTEを開発中である上、TD-SCDMA
を使ってグローバル展開を始めている。アフリカなど発展途上
国の携帯通信網の構築に次々と提案しており、導入試験も始
まっている。

どちらの事例も、中国政府や中国企業に「勝ち」を提供するこ
とによって自社も利益を獲得した例である。また、中国市場が持
つスケールを活かすことで、グローバル標準や規格を揺るがし、
自分のものにすることも可能であることを証明している。中国とう
まく共存共栄する方法を選択したことで成功した事例である。

5.日系電機メーカーが中国と共存共栄すると
いう選択肢が持つ意味

日系電機メーカーが持つ多くの製品・技術は、ガラパゴス市
場で育った、日本では強いがグローバルでは弱く、差別化が難
しくマネできてしまうものが多い。このような製品・技術で中国
市場に真っ向から勝負しても、浸透しない可能性が高い。仮
に、浸透したとしてもマネされて価格で中国勢に一気にひっく
り返されるだけである。

しかも、状況はさらに深刻だ。マネされるといっても現在の電
機製品の多くは中国で生産されているものであり、必ずしもマ
ネであると指摘できなくなってきている。それどころか世界の
工場としての経験を活かし、中国発のモノづくりさえ始まって
いる。日系電機メーカーに残された時間は少ない。

中国市場の攻略のために、ダイキンやシーメンスが選択した
中国政府や中国企業と共存共栄する道は一つの有力な戦略
である。この戦略は中国政府や中国企業の面子を保つため、日
系企業が中国市場を独占するような圧勝は期待できない。し
かし、「勝ち組」としてのポジショニングを確立できる上、将来大
きな脅威となる可能性がある中国政府や中国企業を味方につ
けることができる。また、世界で戦える製品・技術を獲得できる
ことはガラパゴスからの脱却およびグローバル展開に向けた
土台作りとして機能する。

6.日系電機メーカーのグローバルでの復活に
向けて

2000年前後までの約20年間、日系企業は電機業界におい
て世界をリードしてきた。ソニーのウォークマン、東芝のノート
ブックパソコン、任天堂やソニーのテレビ・携帯ゲーム機など
数々の分野においてヒットを飛ばしてきただけでなく、数々の
製品カテゴリーを創出してきた。しかし、2000年ごろから日系
勢の失速が顕著になり、代わって韓国勢が様々な分野で日系
に追いつき、追い抜いた。現在、テレビやスマフォの分野で
Samsungをはじめとする韓国勢がグローバルリーダーの一角
を握っていることは述べるまでもない。

韓国勢の驀進が日系勢と同様に20年間は続くとすると、
2020年以降グローバルをリードしていくのは誰・どの国になる
のだろうか。韓国政府の強力な支援のもと、韓国勢がリードし
続ける可能性も十分にあるが、中国の事業規模と中国政府の
強力な支援を梃子に中国勢が大きな脅威になることは間違い
ない。グローバルリーダーになる可能性も十分にある。

日系電機メーカーが中国市場を攻略するだけでなく、グロー
バルでの復活を目指すためには、2020年以降を見据えた競争
環境から逆算して戦い方を考える必要がある。中国勢が大き
な脅威になる可能性が高い中、中国政府や中国企業との付き
合い方は非常に重要だ。彼らの力を借りながら共存共栄する
道を選ぶという戦い方は十分に想定できるグローバル戦略と
考えられる。
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消費財、自動車、石油、ハイテク企業など幅広いクライアントにおいて、成長戦略、海外事
業戦略、マーケティング戦略、市場参入戦略（特に東南アジア諸国）、業務プロセス改革、コ
スト削減、IT戦略等のプロジェクト経験を有する。
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中国において多国籍企業は、好景気、低コストの労働力、強いインフラ設備、政府のインセンティブ、急成長する国内経済など、
多くの恩恵を享受してきた。しかし昨今、その「黄金時代」に衰退の兆しが見え始めている。中国市場は成熟し、「新興市場」とし
ての魅力を失いつつあるからだ。労働力、原料、エネルギー、不動産、輸送のコストは上昇の一途をたどり、多国籍企業の収益性
に影響を及ぼしている。ファーウェイ（華為技術有限公司）やハイアール（海?集?）といった中国の強力なプレーヤーは、グロー
バル市場での競争相手に成長しており、多国籍企業の本国市場にも戦いを挑んでいる。中国市場の成熟化、マクロ経済の不安
定性、中国のGDP成長の鈍化はいずれも、多国籍企業にとって新たな負担となっている。本書では、多国籍企業が「ポスト黄金
時代」で生き残るために必要な要件を考察している。
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